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大学による公益的事業の推進補助金交付要綱 

令和５年７月28日 

まちづくり政策局長決裁 

 

（目的） 

第１条 大学及び短期大学（以下「大学」という。）が行う公益的事業に対し、大学による公益的

事業の推進補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、本市と大学との連携を強

化し、本市のまちづくりへの貢献及び地域課題の解決を図るため、実施する事業に要する費用

の一部を予算の範囲内において補助することについて、札幌市補助金等の事務取扱に関する規

程（昭和36年訓令第24号）に定めるもののほか、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（補助対象の大学） 

第２条 補助金の交付を受けることができる大学は、当該大学への支援を使途に指定した個人版

及び企業版ふるさと納税に係る寄付（以下「指定寄付」という。）を本市が受理することについ

て、別に定める寄付募集承諾書を市長に提出した者のうち、次条の補助対象事業を実施する大

学とする。 

 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、大学が行う公益的

な事業のうち、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 若者の地元定着や地域課題の解決に資する事業 

 ⑵ その他市長が必要と認める事業 

２ 前項の規定に加え、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。 

 ⑴ 補助対象事業に係る事業計画及び資金計画が具体化されていること。 

 ⑵ 補助対象事業が事業実施年度の末日までに完了し、かつ、第10条に規定する実績報告が可

能なものであること。 

 ⑶ 特定の政治活動や宗教活動、暴力的・破壊的活動、又は営利を目的とした事業ではないこ

と。 

 ⑷ 本市による補助金、助成金、負担金等を受けていない事業であること。 

 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）の項目は、次に掲げるものと

し、各項目の詳細は別表のとおりとする。 

 ⑴ 人件費 

 ⑵ 旅費 

 ⑶ 需用費 

 ⑷ 役務費 

 ⑸ 広報宣伝費 

⑹ 委託費 

 ⑺ 会場費 

 ⑻ 報償費 
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 ⑼ その他、市長が必要と認める経費 

 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、指定寄付として本市が受領した金額から算出した、本市が内示する額を

上限（以下「上限額」という。）として、上限額の範囲内で大学が負担した補助対象経費の合計

額（補助対象事業の実施に伴い収入が発生する場合には、当該合計額から当該収入の額を控除

した額）とする。 

２ 前項に定める上限額は、補助対象事業の実施年度の前年１月１日から１２月３１日までの間

に指定寄付として本市が受理したものから返礼品等の経費として２分の１を控除した額に、５

分の４を乗じて得た額とする。ただし、補助対象事業の実施年度の前年度及び前々年度におい

て、大学が補助金として執行していない額についてはこれを加算する。 

 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする大学は、毎年度別に定める期日までに補助金交付申請書

（様式１）に次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

⑴ 事業計画書（様式２） 

⑵ 事業収支予算書（様式３） 

⑶ その他市長が必要と認めるもの 

 

（交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請があった場合には、その内容を審査し、補助金の交付が適当である

と認めるときは、交付決定を行った上で、その結果を補助金交付決定通知書（様式４）により

交付申請をした大学に通知するものとする。 

 

（交付決定の条件） 

第８条 市長は、補助金の交付決定に当たり次の条件を付すものとする。 

⑴ 補助金の交付決定後に補助対象事業の内容又は補助対象経費の内容等に変更があるとき

は、あらかじめ市長に報告し、その指示に従うこと。 

⑵ 補助対象事業を予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき又は補助対象

事業の遂行が困難になったときは、速やかに市長に報告し、その指示に従うこと。 

⑶ 補助金を他の用途に使用しないこと。 

⑷ 補助対象事業終了後、第10条に規定する実績報告を行うこと。 

⑸ その他市長が必要と認めるもの 

 

（補助対象事業の内容等の変更承認） 

第９条 前２条の規定により補助金の交付決定を受けた大学（以下「交付決定大学」という。）

は、次に掲げる場合を除き、補助対象事業の内容を変更しようとするとき又は補助対象事業の

実施を中止しようとするときは、速やかに事業内容変更等申請書（様式５）を市長に提出し、

その承認を受けなければならない。 

⑴ 補助目的に変更をもたらすものではなく、より効率的な補助目的の達成に資するものと考

えられる場合 
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⑵ 補助目的及び事業能率に関係がない事業計画の細部の変更である場合 

２ 市長は、前項の規定により提出された事業内容変更等申請書を審査し、当該事業内容の変更

等について、やむを得ない理由があると認められるときはこれを承認し、事業内容変更等承認

通知書（様式６）により交付決定大学に通知するものとする。 

 

（実績報告） 

第10条 交付決定大学は、補助対象事業が完了した日から30日を経過した日又は補助対象事業が

完了した日の属する年度の末日のいずれか早い日までに、事業完了報告書（様式７）に次に掲

げる関係書類を添えて、市長に提出するものとする。 

⑴ 事業実績報告書（様式８） 

⑵ 補助金精算書（様式９） 

⑶ 領収書等の挙証書類 

⑷ その他市長が必要と認めるもの 

 

（補助金の額の確定） 

第11条 市長は、前条の規定に基づく事業完了報告書等の提出があった場合は、その内容を審査

した上で、交付すべき補助金の額を確定し、補助金確定通知書（様式10）により交付決定大学

に通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第12条 市長は、前条の規定により確定した額を交付するものとする。ただし、大学から概算払

を希望する旨の申出があった場合において、補助対象事業の性質上その終了前に交付すること

が必要であると認められるときは、第７条及び第８条の規定による交付決定後、一括又は分割

して事前に概算額を交付することができる。 

２ 前項ただし書の申出は、補助金交付申請書（様式１）にその旨及び理由を記載することによ

り行うものとする。 

３ 交付決定大学は、第１項ただし書の規定により概算額で補助金の交付を受けたときは、前条

の規定による通知を受けた後、札幌市会計規則（昭和39年規則第18号）の定めるところにより、

その精算をしなければならない。 

４ 市長は、補助金の交付目的を達成するために必要な場合は、条件を付して補助金の交付を行

うことができるものとする。 

 

（補助金の交付決定の取消し等） 

第13条 市長は、交付決定大学が次のいずれかに該当する場合には、交付決定の全部又は一部を

取り消すことができる。 

⑴ 法令、本要綱、法令又は本要綱に基づく市長の処分又は指示に違反した場合 

⑵ 前条第１項ただし書の規定により概算額で交付を受けた補助金を補助対象事業以外の用

途に使用した場合 

⑶ 補助金の申請又は補助対象事業の実施において不正、虚偽、その他不適正な行為があった

場合 

⑷ 補助金の交付決定後に、補助対象事業と同様の事業において本市の補助金、助成金、負担
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金等による財政的支援を受けた場合 

⑸ その他市長が不適当であると認める場合 

２ 市長は、前項の規定による交付決定の全部又は一部の取消しを行った場合において、交付決

定大学に既に当該取消しに係る部分に対する補助金を交付しているときは、期限を定めて当該

補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

３ 市長は、前項の返還を命ずる場合にあっては、その命令に係る補助金の受領の日から納付ま

での日数に応じて、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）

における加算金及び延滞金についての規定に準じた年利で計算した加算金の納付を併せて命

ずるものとする。 

 

（書類の整備） 

第14条 交付決定大学は、補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を整備し、支払

を証する書類を添付した上で、補助金の交付を受けた日の属する年度の翌年度４月１日から起

算して５年間保管しなければならない。 

 

（書類の検査） 

第15条 市長は、補助金の適正な執行を確保するために必要があると認めたときは、補助金に係

る帳簿等の関係書類を検査することができるものとする。 

 

（委任） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、まちづくり政策局

政策企画部長が定める。 

 

附 則 

１ この要綱は令和５年７月28日から施行する。 

２ 第５条の補助金の額の上限に係る大学への内示については、この要綱の施行前においても行

うことができる。 
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別表 

 

補助対象経費の詳細は以下のとおりとする。 

経費項目 内容 

人件費 事業に従事する者の作業時間に対する人件費 

旅費 国内・外国への出張又は移動に係る経費（招へい旅費を含む） 等 

需用費 消耗品費の購入、印刷製本費、備品等の修繕費 等 

役務費 通信運搬費（郵便電信料、運搬料）、各種手数料、役務サービス料、翻訳料

等の役務費 等 

広報宣伝費 広報費、宣伝費 等 

委託費 制作及び設置等にかかる委託費、市場調査の実施にかかる委託費 等 

会場費 事業実施に直接必要な施設や設備等の借り上げに要する経費 等 

報償費 外部専門家等にかかる技術指導費及びコンサルタント費等の報償費用 等 

その他、市長が必要

と認める経費 

その他、市長が補助対象事業の実施に当たり必要と認める経費 

 

ただし、下記に掲げるものは補助対象外とする。 

 事業に直接関係がない経費 

 交付決定日より前に支出した経費  

 大学における経常的な経費（運営に係る人件費及び旅費、固定資産税、光熱水費 等）  

 土地及び建物の購入等に係る経費  

 食糧費、接待費、会食費等の個人消費的経費  

 領収書等の挙証書類が保存されていない経費 等 

 

 



（様式 1） 

補 助 金 交 付 申 請 書  

  年  月  日   

（宛先）札幌市長 

法人所在地              

法人名              

代表者名               

 

大学による公益的事業の推進補助金交付要綱に基づき、下記事業に関し補助金の交付を

受けたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 事業名              

 

２ 事業の実施期間  令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

 

３ 補助対象経費及び補助金交付申請額 

  補助対象経費   金           円 

  （内訳は別添事業収支予算書（様式３）のとおり） 

  補助金交付申請額 金           円 

 

４ 添付書類 

 事業計画書（様式２） 

 事業収支予算書（様式３） 

 その他（                              ） 

 

５ 概算払の希望の有無 

 ⑴ 概算払の希望     有   ・   無 

 ⑵ 希望する場合の理由 

    

                                       



（様式 2） 

事 業 計 画 書  

事業を企画した背景 
（社会情勢、ニーズ等） 

事業の内容 
（目的、事業概要、事業実施による効果等） 

事業化への準備状況 

事業終了後の計画 

備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。 

  



（様式 3） 

事 業 収 支 予 算 書  

 

（収入の部）  単位：円 

項   目 予  算  額 摘   要 

   

   

   

   

   

   

   

合   計   

 

（支出の部）  単位：円 

項   目 
予  算  額 

摘   要 
補助対象経費 補助対象外経費 計 

     

     

     

     

     

     

     

     

合   計     

 

 

 

 



（様式 4） 

 

第   号 

  年  月  日   

 

補 助 金 交 付 決 定 通 知 書 
 

様 

札幌市長   

 
 

  年  月  日付けで申請のあった大学による公益的事業の推進補助金について、

下記のとおり交付することに決定したので通知します。 

 

記 

１ 補助の目的及び対象となる事業 

 

２ 補助金額は次のとおりとする。 

補助対象事業費           円 

補助金額              円 

 

３ 補助金は事業終了後、確定された金額を請求により交付する。請求の際には、本書の

写しを添付すること。なお、補助金の確定前に概算額の交付を希望する場合には、その

旨を市長が別に定める様式により申し出ること。 

 

４ 補助条件は、次のとおりとする。 

⑴ 事業内容を変更するときは、あらかじめ市長の承認を得ること。 

⑵ 予定の期間内に事業を完了することができないと見込まれるとき又は遂行が困難に

なったときは、速やかに市長に報告し、その指示に従うこと。 

⑶ 補助金は、目的以外に使用しないこと。 

⑷ 事業終了後、別に定める様式により事業完了報告書を作成し、事業実績報告書、補

助金精算書及び領収書等の挙証書類を添えて、事業が完了した日から 30 日を経過し

た日又は事業が完了した日の属する年度の３月 31 日のいずれか早い日までに提出す

ること。 

⑸ 事業の実施に伴い収入のあるものについては、補助対象事業に係る決算額からその

事業に関する収入を控除した額が補助金額に満たないときは、その満たない額を減ず

ること。 

⑹ 補助対象事業に係る決算額が補助額に満たないときは、その決算額を限度に補助す

る。 

⑺ 市長が必要と認めたときは、実施報告に関する帳簿書類等の提出及び説明を求め、

調査を行うことがある。 

 

５ 補助条件に違反したとき又は不正行為がなされたとき、その他札幌市が補助金を不適

当と認めたときは、補助を取消し若しくは補助決定額を減じ、既に交付されたものにつ

いては返還を命ずることがある。 



（様式 5） 

 

 年  月  日 

（宛先）札幌市長 

 申請者 法人所在地   

法人名   

代表者名             

（担当者及び電話番号                －      ） 

 

事 業 内 容 変 更 等 申 請 書  

 

年   月   日付   第  号で補助金の交付決定の通知を受けた大学による

公益的事業の推進補助金の補助対象事業について、下記の理由により事業内容を変更し

たいので、関係書類を添えて承認を申請します。 

記 

１ 変更の内容 

 

 

２ 変更の理由 

 

 

 

※ この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。 

  

 

 



（様式 6） 

        第   号 

          年  月  日 

様 

札幌市長 

  事 業 内 容 変 更 等 承 認 通 知 書  

 

  年 月 日付けで変更承認申請のありました大学による公益的事業の推進補助金に

係る補助対象事業の内容の変更については、承認することとしましたので通知します。 

 

記 

 

１ 変更の内容 

 

 

２ 変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式 7） 

事 業 完 了 報 告 書  

   年  月  日   

（宛先）札幌市長 

法人所在地              

法人名              

代表者名               

 

   年  月  日付けで交付決定を受けた下記事業を完了しましたので、大学による

公益的事業の推進補助金交付要綱に基づき、関係書類を添えて下記のとおり提出します。 

 

記 

１ 事業名  

 

２ 事業報告内容 

  別紙「事業実績報告書（様式 8）」のとおり 

 

３ 事業費 

  別紙「補助金精算書（様式 9）」のとおり 

 

【添付書類】 

 ・事業実績報告書（様式 8） 

 ・補助金精算書（様式 9） 

・領収書等の挙証書類 

・その他 

 

備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。 



（様式 8） 

事 業 実 績 報 告 書  

 

実施期間 令和   年   月   日～令和   年   月   日 

実施内容                    

備考  

 

備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。 

 



 （様式 9） 

補 助 金 精 算 書  

 

（収入の部）  単位：円 

項   目 決  算  額 摘   要 

 円  

 円  

   

   

   

   

   

合   計 円  

 

（支出の部）  単位：円 

項   目 
決  算  額 

摘   要 
補助対象経費 補助対象外経費 計 

     

     

     

     

     

     

     

     

合   計 円 円 円  

 

 



（様式 10） 

 

第   号 

  年  月  日   

 

補 助 金 確 定 通 知 書 
 

様 

札幌市長   

 

  年  月  日付けで申請のあった大学による公益的事業の推進補助金について、

下記のとおり交付することに決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 補助の対象とする事業 

   

 

２ 補助金の確定額は次のとおりとする。 

補助対象事業費           円 

補助金確定額            円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 


